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1. 本稿の目的
本稿は、私立大学等改革総合支援事業に対する大学

図書館の関与可能性を検討することを目的とする。そ
のために、まず本事業の概要を説明する。次に、本事
業の調査票と関連文献をもとに本支援事業の変遷と、
大学図書館が関われると考えられる項目及びその変遷
について示す。その上で、大学図書館の本事業への関
与可能性について検討する。

2. 私立大学等改革総合支援事業とは
2012 年 7 月 31 日に閣議決定された「日本再生戦略」

において、「財政基盤の確立と基盤的経費（運営費交
付金、私学助成）等の一層のメリハリある配分の実施
や、私立大学の質保証の徹底推進を図る」（1）ことが掲
げられた。これを踏まえ、2013 年度から私立大学等経
常費補助の一つとして私立大学等改革総合支援事業が
開始された（2）。

私立大学等経常費補助金には、大学等の運営に不可
欠な教育研究に係る経常的経費を支援する「一般補助」
と、改革に取り組む大学等を重点的に支援する「特別

補助」があり、私立大学等改革総合支援事業は「特別
補助」にあたる（3）。

松宮は、同事業の特徴について以下の 3 点を挙げて
いる。（1）いくつかのテーマ別タイプが用意され、大学
は機関単位で複数のタイプに応募することができる、

（2）あらかじめ評価される取組みが決まっており，各
タイプへの選定は評価項目（設問）と得点を定めた調
査票をタイプ毎に策定し、当該調査票への各大学等の
回答を基に合計得点が高いものから選定する相対評価
方式である、（3）選定された場合の補助金の配分は、
特別補助だけでなく一般補助にもなされる（4）。

3. 私立大学等改革総合支援事業の変遷
私立大学等改革総合支援事業の変遷を概観するため

に、図 1 に事業のタイプ名と配点の変遷を示す（5）。
開始年度である 2013 年度はタイプ 1「建学の精神

を生かした大学教育の質向上」、タイプ 2「特色を発揮
し、地域の発展を重層的に支える大学づくり」、タイ
プ 3「産業界など多様な主体、国内外の大学等と連携
した教育研究」の 3 タイプが設定された（6）。

2014 年度からは、2013 年度のタイプ 3 から国際化
に関する内容を独立させ、タイプ 4「グローバル化へ
の対応」が新設された（7）。

2017 年度からは前年度のタイプ 1 から 4 に加え、
各大学等の特色化・資源集中を促し、複数大学間の連
携、自治体・産業界等との連携を進めるためのプラッ

＊ 常磐短期大学キャリア教養学科

図1 私立大学等改革総合支援事業のタイプ名と配点の変遷

出典：私立大学等改革総合支援事業調査票（平成 25 年度～令和 3 年度）（8）（9）（10）（11）（12）を元に作成

年度 タイプ1 配点 タイプ2 配点 タイプ3 配点 タイプ4 配点 タイプ5 配点

2013 建学の精神を生かし
た大学教育の質向上

100 特色を発揮し、地域
の発展を重層的に支
える大学づくり

60 産業界など多様な主
体、国内外の大学等
と連携した教育研究

85

2014 100 65 産業界など多様な主
体、国内の大学等と
連携した教育研究

50 グローバル化への
対応

100

2015 106 56 50 98

2016 102 58 58 97

2017 95 51 59 97 プラットフォームの
形成

140

2018 教育の質的転換 84 産業界との連携 52 他大学等との広域・
分野連携

49 グローバル化 86 プラットフォームの
形成（スタートアッ
プ型・発展型）

219

2019 特色ある教育の展開 89 特色ある高度な研究
の展開

58 地域社会への貢献
（地域連携型・プ
ラットフォーム型）

175 社会実装の推進 60

2020 『Society5.0』の実
現等に向けた特色あ
る教育の展開

99 54 181 60

2021 96 53 170 58
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トフォーム形成を通じた大学改革の推進を支援するこ
ととし、タイプ 5「プラットフォームの形成」が新設
された（13）。

2018 年度からは前年度のタイプ 3「産業界・他大学
等との連携」について、「産業界との連携」と「他大
学等との広域・分野連携」に分割し、大学の特色・機
能により応じた支援を可能とした 5 タイプとなった（14）。

2019 年度は、2018 年度の 5 タイプを再編し、タイプ 1
「特色ある教育の展開」（2020 年度からは「『Society5.0』
の実現等に向けた特色ある教育の展開」）、タイプ 2「特
色ある高度な研究の展開」、タイプ 3「地域社会への貢
献」、タイプ 4「社会実装の推進」の 4 タイプとなり、
2021 年度まで続いている（15）（16）。

タイプ名の変更以外にも、各大学の実施率が高く
なったことにより設問が削除されたものも多くある（17）。

4. 私立大学等改革総合支援事業に図書館が関与できる
主な項目の変遷
本章では、私立大学等改革総合支援事業に大学図書

館がどのように関与できるか示すため、関係する主な
項目とその変遷に着目する。図 2 に私立大学等改革総
合支援事業に図書館が関与できる主な項目と実施して
いる場合の配点の変遷を示す。

 

4.1 大学等施設の計画的開放
開始年度の2013年度と2014年度は、地域貢献をテー

マとするタイプ 2 に、大学の教育研究を目的とした施
設を計画的に一定の期間、学外利用者に開放している
かを尋ねる設問（2 点）があった（18）（19）。2013 年度設
問内の施設の例示は、「資料館、博物館、体育館又は
グラウンド等教育研究を目的とした施設」（20）であっ
たが、2014 年度の設問では図書館が加わった。なお、
2015 年度からはこの設問自体がなくなった（21）。

図 2 私立大学等改革総合支援事業に図書館が関与できる
主な項目と配点の変遷

出典：図 1 に同じ

4.2 情報リテラシー教育
2018 年度から、教育をテーマとするタイプ 1 に情

報リテラシー教育に関する授業を開講しているかを尋
ねる設問（2 点）が加わり（22）、2021 年度まで続いてい
る。調査票では情報リテラシー教育とは具体的に、「情
報モラルに関する教育や、課題解決のために必要な情
報を探索するもの（図書館利用法・文献探索・データ
ベース活用法等）、情報を分析評価し整理するもの（情
報処理、情報整理法等）、情報のアウトプットに関す
るもの（レポート・論文の書き方、プレゼンテーショ
ン技法等）等が該当する」（23）としている。

2010年に公開された「大学図書館の整備について（審
議のまとめ）」では、大学図書館は、利用者の情報リ
テラシー能力の向上に対して積極的に関与していくこ
とが望まれている（24）。大学における情報リテラシー教
育は、教員と図書館専門職との協力で進められる場合
も多い（25）。

4.3  オープンアクセスポリシーの策定及び研究成果の
公表
2019 年度から、研究をテーマとするタイプ 2 に、「機

関リポジトリを構築したうえで、オープンアクセスポ
リシーを策定・公表し、教員等の研究成果について公
開しているか」を尋ねる設問が加わった（26）。2021 年
度の設問と配点は「オープンアクセスポリシーを策定・
公表し、機関リポジトリで研究成果を公開している」（3
点）、「上記には該当しないが、機関リポジトリで研究
成果を公開している」（2 点）（27）となっている。
「学修環境充実のための学術情報基盤の整備につい

て（審議まとめ）」（28）で、機関リポジトリ等を活用し
たデータ管理・流通システム整備において、中心的な
役割を担う存在として大学図書館が挙げられている。
さらに、機関リポジトリの運用は、大学図書館がとり
まとめ役を果たしている例が多い（29）。

オープンアクセス（OA）ポリシーについては、オー
プンアクセスリポジトリ推進協会（JPCOAR；E1830
参照）が、「オープンアクセス方針策定ガイド」（E1915
参照）を 2016 年度に作成・公開している。同ガイド
には、「図書館長や研究担当理事等を OA 方針策定の
キーパーソンと位置づけ」、「OA 方針の実施にあたり、
図書館は、教員が対象コンテンツを OA にする際の負
担を軽減するためのサポートを行う」、「実際の機関リ
ポジトリへの登録は図書館が行う」等の記述があり、
図書館の積極的な関与を想定していることがうかがえ
る（30）。

OA ポリシー策定への図書館の関与は大学によって
様々であるが、大学図書館員が中心となって策定に関
与した報告もある（31）。

年度 タイプ1 タイプ2

2013

2014

2015

2016

2017

2018

2019

2020

2021 4点

大学等施設の
計画的開放

情報ﾘﾃﾗｼｰ
教育

教育ﾘｿｰｽ
の活用

2点

3点5点

2点

OAポリシーの策定
及び研究成果の公
表
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4.4 オープンな教育リソース
2019 年度から、教育をテーマとするタイプ 1 にオー

プンな教育リソースについて活用しているかを尋ねる
設問が加わった。2019 年度から 2020 年度の配点は、「自
大学の教育リソースを広く提供し、講義の教材等とし
ての利用又は自主学習ツールとしての活用を促してい
る」（5 点）、「国内外の他大学等が提供するものを、講
義の教材等として利用している」（3 点）、「国内外の
他大学等が提供するものを、自主学習ツールとしての
活用を促している」（1 点）であったが、2021 年度は「自
大学の教育リソースを広く提供し、講義の教材等とし
ての利用又は自主学習ツールとしての活用を促してい
る」の配点が 4 点となった（32）。

調査票では「オープンな教育リソース」について、
インターネットを通じて無償で入手可能な講義教材、
教育ソフトウェアを含むもので、外部のサービス等（例
えば edX、Coursera、JMOOC 等）を通じたものや、
各大学等のウェブサイトで独自に提供されるもののい
ずれでも可とされている（33）。
「オープンな教育リソース」について、大学図書館

が関与する点として、まず機関リポジトリがある。機
関リポジトリが収集する対象は，学術論文以外にも、
テクニカルレポート、学会発表資料、科研費等の報告
書、教材など多様な資料である（34）。学術機関リポジト
リデータベース（IRDB）によると、learning object（教
材）（35）の登録は 1 万 5,060 件（36）ある。

さらに、2013 年に公表された「大学図書館の整備
について（審議のまとめ）」で大学図書館は、教材作
成への関与、教材の整理・提供といった面での貢献が
期待されている（37）。このような教材開発支援は、大学
図書館員が専門性を総合的に発揮すべき新しい領域と
考えられている（38）。

その他、学生の授業成果物などの電子書籍化、電子
図書館への登録・公開に大学図書館が関与する例があ
る（39）。また、コロナ禍でオンデマンド配信型コンテン
ツを提供する大学図書館も増えている（40）（41）。

ちなみに、国立大学では、大学図書館に設置され
た教材開発センターで、教材開発支援を行い、 講義ビ
デオ教材を、YouTube、iTunes U、OCW 等を通じて、
一般に公開している例（42）や講義アーカイブシステム（43）に
関与している例がある。

4.5 その他
前節までで、私立大学等改革総合支援事業に図書館

が関与できる主な 4 項目を挙げたが、本節では、その
他の関与できる可能性のある項目を取り上げる。

4.5.1 アクティブ・ラーニング
2013 年度から 2021 年度は、教育をテーマとするタ

イプ 1 にアクティブ・ラーニング型の授業を行ってい
るかを尋ねる設問がある。大学図書館やラーニングコ
モンズ等の学習環境を活用してもらうことで、大学の
アクティブ・ラーニングを支援することができる（44）。

4.5.2 地域社会への貢献
「大学図書館の整備について（審議のまとめ）」には、

「大学図書館としても、一般市民に対する開放をはじ
め、展示会や講習会の実施など、保有する情報資源や
人材を活用して、社会・地域連携に積極的に取り組む
必要がある」（45）とある。2021 年度、地域貢献をテー
マとするタイプ 3 の設問では、公開講座の数を尋ねる
設問があった。大学によっては、図書館が関連する内
容の公開講座も開催されているため、関与可能性があ
るだろう（46）（47）。また、地域との連携事業として「図
書館司書業務研修」を実施する例がある（48）。

5. おわりに
図 1 の大学全体の配点と比較すると図書館が関与で

きる主な項目（図 2）の配点は僅かである。しかし、
図 2 の経年変化をみると、2019 年度以降の本事業への
図書館の関与可能性は増している。また、各大学が申
請のために作成した提出書類を確認することができれ
ば、調査票の設問からだけでは見えない、大学図書館
の関与もあるだろう。

大学図書館が私立大学等改革総合支援事業に関与す
るためには、大学組織の全学的な調整と、大学図書館
の価値を明らかにする、大学図書館評価が必要である。

前者に関して、私立大学等改革総合支援事業の制度
設計に携わった佐藤は、大学の教育改革について「各
教員や学部・研究科の自主性のみにゆだねるのではな
く、全学的・組織的に行う必要がある」（49）と述べている。
さらに中島は、大学組織論の観点から、大学全体で取
り組む課題に対しては、新しい課題に迅速に取り組め
るように各部署が独自の判断で活動できる余地をいか
しつつ、部署内での最適化を目指す傾向のある各部署
に対して、全学的な目標の実現に取り組むように組織
全体が最適となる調整が必要である、と述べている（50）。

一方、大学図書館では業務の外部委託化が進行し
ている。私立大学図書館の全面業務委託実施館数は、
2006 年度の 22 館（2.3％）（51）から 2021 年度では 124
館（11.1％）（52）まで増加している。大学図書館のアウ
トソーシングの問題点について、鈴木は、（1）新規の
人材（専任職員）確保、（2）専任職員であるがゆえに
可能であった「大学図書館界」としての調整・企画と
いった事業を担う人材の確保、（3）経験・ノウハウの
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蓄積、の 3 点が困難になり、特に大学側の図書館業務
の経験・ノウハウの蓄積が難しくなることから図書館
運営・サービス提供能力の空洞化の可能性も指摘して
いる（53）。

ゆえに、大学図書館員も私立大学等改革総合支援事
業を充分に理解していない可能性があり、また、同事
業の取りまとめを担当する職員が、外部化された大学
図書館の活動を充分に理解していないことも考えられ
る。このような分断がある状況では、大学図書館の価
値を明らかにするための大学図書館評価の知見が重要
である。

本事業に関して、「補助がもらえるような対応を脈
絡なく進めるだけでは真の改革は実現できないだろ
う」（54）という指摘がある。さらに、設問に対する実施
率の上昇に伴い、結果として合計得点による選定ライ
ンがあがることや、毎年評価対象の項目が変わること
により私立大学は対応に疲弊しているという指摘もあ
る（55）。一方、「補助金で促している改革の方向性は、
教育関係者の間で一般に望ましいもの」（56）という考え
もあり、大学図書館員にとって本事業への関与可能性
を考えることは、大学への貢献を検討することであり、
大学図書館が現在の大学教育に果たせる役割を検討す
ることであるといえよう。
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